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世界の課題はSGDsの実現手法

Sustainable Development Goals

世界を変えるための１７の目標
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社会課題解決で産業界が果たす役割は大きい

Society 5.0 実現に向けて
内閣府総合科学技術・イノベーション会議

引用元：www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/juyoukadai/infra_fukkou/12kai/sanko2.pdf

健康の領域は、
次世代のヘルス
ケア産業が解決
する領域に適合
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生涯現役社会の構築に向けた「アクションプラン2019」

これらの社会課題解決で、
職域、地域における健康経営とそれを支えるサービスの重要性は大
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実際は産業界だけが頑張っても限界がある

次世代ヘルスケア産業協議会の原点

ヘルスケ
ア事業者

消費者

事業のと消費の活性化を両輪ですすめ、新市場を創造する

健康の価値を最大化する
社会の創造

健康投資WG

健康経営
（B to B）
企業
自治体

（B to B to C）
従業員
住民

新事業創出WG

この両輪の活動に資する国際規格を日本提案で策定する
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世界に先駆け超高齢社会に突入した日本

健康経営から世界を変える

健康経営先進国日本の

世界に果たすべき役割

世界の社会課題解決と日本の経済発展の両立が
持続的にできる日本へ

日本発で
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日本式健康経営は三方良し

日本で始まった健康経営の活動は、国民・経済・国家の課題を解決する

企業経営によし、社員によし、社会によし

健康経営の本質は、

経営目的を実現させるため、社員（住民）の社会的健康の向上
を手段とすることで、結果として国の経済にも国民の社会保障
の健全化にも寄与する。

地域経営によし、住民によし、社会によし
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日本主導で、世界の課題を解決

日本の健康経営のエッセンスを世界標準の形にして、世界に普及させる

– ポリシー

– プロセス

– 手法、デバイス、指標等々

✴︎日本の健康経営を世界へ普及

→世界の社会課題解決

→日本のヘルスケア産業の発展

→日本の経済、社会課題解決
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1. 日本には、健康経営の実践が浸透してきているので、実践
社は山ほどある

2. 日本には、法定健診、ストレスチェック等の健康データが山
ほど蓄積されている

3. 日本には、健康経営関連施策のエビデンスを検証する団体
や研究者が世界と比較して多く存在している

4. 日本には、健康経営関連コンサルティング・ソリューション・
サービス提供事業者も、デバイス・アプリ提供事業者も、山
ほどいる

日本が健康経営の標準化で世界に優位な点

 世界と比して理念・技術で圧倒的に優位性
 世界と比して標準化での経済効果も大きい

その結果として



99

それに伴い健康経営の市場も拡大している

 健康経営コンサルティング

 分析サービス

 健康指導サービス(個人やクラウド)

 スマホアプリ（健康データの取得と個人指導）

 各種センシング/モニタリングシステム

 人事管理システム

 従業員の健康状態データの保管サービス
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健康経営のビジネスエコシステムを海外に展開

動機とニーズ マーケットと認証
標準規格

ＩＳＯ

増加させる

増加させる

ディジタル HR

ＩＳＯ14001や9001のようなオーソリティーのある規格が触媒の役割 を
果たすとともに，日本の健康経営の概念を世界に普及させる
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第１号規格に続くシリーズ規格の構想

 この規格はマネジメントシステム規格である。規格内での機能とその水準
を規定する規格ではなく、組織としてウェルビーイングを達成するためのマ
ネジメント システムをどのように作ったらよいというガイダンスを与える規
格である。

 将来、個別具体的な目的を持つ規格は、この規格の子規格・孫規格として

作成される。

第１号規格（マネジメントシステム規格）

子規格
（デバイス）

こ
の
後

子規格
（成熟度
モデル）

子規格
（分析方法）

子規格
（食事指導）

子規格
（□□□）
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実際は産業界だけが頑張っても限界がある

次世代ヘルスケア産業協議会の原点

ヘルスケア

事業

ヘルスケア

市場

（健康経営）

国際標準により、両輪の活性化を加速し、世界の新市場を創造する

健康の価値を最大化する
社会の創造

健康投資WG

健康経営
（B to B）
企業
自治体

（B to B to C）
従業員
住民

新事業創出WG

今回、マネジメント規格として

規格化する領域

今後、子規格として

規格化する領域
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ISO規格化を目指す日本国内体制

ISO TC314国内委員会

山田肇委員長

ISO/TC314   Ageing Societies（高齢化社会）
Secretariat（事務局）: BSI

Committee Manager（委員長）：Ms. Britta Berge
Chairperson（議長）: Ms. Britta Berge

Scope: Standardization in the field of ageing society
（高齢化社会の分野における標準化）

ISO/TC314/TCG 1: Terminology coordination group
（用語調整グループ）

ISO/TC314/TG1: Strategic advisory group（戦略的諮問グループ）
ISO/TC314/TG2: Communications（通信）

ISOTC314/WG1: Ageing workforce（高齢化する労働力）
ISO/TC314/WG2: Dementia inclusive（認知症を含む）

ISOTC314/WG3: Carer inclusive（包括的介護）

国際規格
提案

JISC（日本)が
提案する

（独）産総研 EbHW 国際標準化戦略研究会

経済産業省

ISO課
（JISC)

ヘルスケア
産業課

厚生労働省
保険課

（アドバイザ）

新規ISO規
格提案調整

国内委員会
（有識者）

ISO新規格提案国内組織

日本規格協会事務局

（社）社会的健康戦略研究所
連
携

JSA
（日本規格協

会）

サポート

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Final_ISO_Red_Square.png
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なぜTC314なのか？

IWA１8（2015年)

SAG

TC 314のTSP
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開発する国際標準の概要（原則）

一般原則
この規格は達成目標として，世界的な高齢化社会に対応する組織内のウェルビーイングを特徴付

ける次の七つの原則を提示する。

1. 高齢社会における社会の持続可能性を高めるために、社会を構成する組織として、企業、
自治体、団体、地域社会等を対象として、その組織の持続可能性を高めるとともに、組織
に属する個人のウェルビーイングを向上させることを目的とする。

2. WHO憲章で明示される「健康」の定義に従い、社会、身体、精神のウェルビーイングの向上
させることを、その目的達成の手段とする。

3. 対象は、高齢者及び障害者を含め、組織に属する個人の全てとし、S G Dsのポリシーであ
る、「誰一人として取り残さない」ことを目指す

4. 組織は，本目的達成のために組織に属する個人の健康データ等の情報を収集し，組織に属
する個人のウェルビーイング向上に活用するとともに、データの管理を適切に実施する。

5. データの分析は、単なる統計処理ではなく、公衆衛生、社会疫学のアプローチを推奨した
データの利活用を促進する。

6. 強固で倫理的な関係，協調的かつコミュニケーション重視のマネジメントスタイル，学習
及び開発が奨励される組織風土を育成する。

7. 多様性及びインクルージョン1)を、組織力として活用する。

注1) インクルージョンとは，高齢者，障害者，非正規雇用などを含む組織内の誰でもが参画・活
用する機会が与えられる様をいう。
（上記目標達成のために、PDCAを通じて管理・向上させていくシステムになる。）
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適用範囲

適用範囲：
この規格は，高齢社会に対応する組織に属する個人のウェルビーイング
を確立し，促進し，維持し，見直すことで、組織の持続可能性を高める
ためのマネジメントシステムの要求事項及び手引について規定する。

この規格は，どのようにしてウェルビーイングを環境を組織に組み込み，
ウェルビーイング関連サービスを利用可能な状態にするために、どのよ
うにリーダーシップが発揮されるかを考慮する。

この規格は，組織の規模，種類及び性質にかかわらず，いかなる組織に
も適用することができる。

名称（仮）： Wellbeing Management System規格
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マネジメント規格の構造
高齢化社会－ウェルビーイングマネジメントシステム

－要求事項及び利用の手引 

品質マネジメントシステムー要求

事項 JISQ9001:2015, ISO 

9001:2015 
1. 適用範囲 

2. 引用規格 

3. 用語及び定義 

4. 組織の状況 

組織及びその状況の理解、利害関係者のニーズ及び期

待の理解、ウエルビーイングマネジメントシステムの

適用範囲の決定、ウエルビーイングマネジメントシス

テムの決定 

5. リーダーシップ 

リーダーシップ及びコミットメント、方針、組織の役

割、責任及び権限 

6. 計画 

リスク及び機会への取組、ウエルビーイング目的及び

それを達成するための計画の策定 

7. 支援 

資源、力量、認識、文書化した情報 

8. 運用 

運用の計画及び管理に関する一般事項、対象集団と対

策の決定、対策の実施 
9. パーフォーマンス評価 

監視、測定、分析及び評価、内部監査、マネジメント

レビュー 

10. 改善 

不適合及び是正措置 

 

1.適用範囲 

2.引用規格 

3.用語及び定義 

4.組織の状況 

5.リーダーシップ 

6.計画 

7.支援 

8.運用 

9.パーフォーマンス評価 

10.改善 
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健康経営の１号規格の骨子（案）

 取り組みの意義、意味
 経営活動と社会課題解決の両立

 高齢社会における企業・団体・組織の社会
的役割・責務

 持続可能な取り組み
 経営目的達成のための取り組み

 経営者のコミットメントと関与

 経営目的の視点からの投資効果の見える化

 継続させる仕組み
 OODA（PDCA含む）ループの構築

 組織の設置と役割の明確化

 遂行者の教育・訓練

 効率的な運用の要点
 現状把握

 ステイクホルダとの協働

 外部リソースの活用

 留意事項
 産業保健、産業衛生活動とのシームレスな
関係性の構築

 投資効果の考え方

 社会疫学的アプローチの実践

これらの骨子案を叩き台として、国内委
員会にて具体的な規格を策定していく
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国内委員（案）

名前（敬称略） 所 属 備 考

佐藤洋 産業技術総合研究所 規格策定専門家

浅野健一郎 社会的健康戦略研究所 業界団体代表者

大石佳能子 メディヴァ 健康経営事業者

森晃爾 産業医科大学 健康経営学識者

山田肇 東洋大学 親委員会 委員長

岡田邦夫 健康経営研究会 健康経営学識者

秋山弘子 東京大学 高齢社会学識者

藤原武男 東京医科歯科大学 公衆衛生学識者

山本雄士 ミナケア 健康経営事業者

石田陽子 心陽 健康経営事業者

佐藤光弘 富士通ゼネラル 健康経営推進者

名前（敬称略） 所 属 備 考

岡田真平 身体教育医学研究所 健康経営推進者

高橋昭彦 産業技術総合研究所 業界団体代表者

関山守 産業技術総合研究所 規格策定専門家

安川拓次 花王 ヘルスケア事業者

XX XX XXX

以下、顧問（アドバイザー）

イチロー・カ
ワチ

ハーバード公衆衛生
大学院

公衆衛生学識者
社会行動科学

古井祐司 東京大学 データヘルス学識者

前野隆司 慶應大学 幸福学学識者

以下、関係者

経産省ヘルスケア産業課、国際標準課、日本規格協会

※9月以降の議論により、当初の委員構成案から変更。今後多少の追加・変更の可能性有り
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規格策定の流れ（最短の場合）

国
内
委
員
会
設
立

N
W
I
P
合
意

２０２０年 ２０２１年 ２０２２年
４月

国
内
委
員
会

国
際
委
員
会

NWIP

を
TC314

総会で
説明

６月末

６月

ISO

へ
提
出

７月 １０月

国
際
投
票

で
成
立

W
D
案
合
意

１０月

W
D

作
成

作
業

W
G

で
の
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論

W
D

案
提
出

国
際
投
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で
成
立

１月

C
D

作
成
作
業

C
D

案
提
出

F
D 
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S

案
提
出

C
D
案
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意

８月

DIS

作
成
作
業

全
体
で
の
議
論

D 
I
S

案
提
出

１２月

D
I
S
案
合
意

国
際
投
票

で
成
立

３月

７月

全
体
で
の
議
論

FDIS

作
成
作
業

F
D
I
S
案
合
意

２月

国
際
投
票

で
成
立

IS

作
成
作
業

I
S
案
合
意

I
S

成
立
・
発
行

１０月

I
S
O

で
校
閲
等

Working
Draft

Committee
Draft

Draft
International

Standard

Final Draft
International

Standard

International
Standard

New Working
Item Proposal
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まとめ

1. 日本が世界に先駆け、これからの社会課題解決として社会
実装している健康経営を他国に先駆け国際標準とすることを
狙う。

2. 日本主導で健康経営を標準化することにより、SDGsに代表
される世界の社会課題解決に日本のヘルスケア産業界が
リーダーシップを発揮し、事業を通じて貢献しやすい環境を
整備する。

3. その結果として、日本の経済発展と日本の社会課題の解決
の両立の一端を実現させる。
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以下、参考資料
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ＩＳＯ提案する第１号規格の構成（案）

Good Life-style
(Behavioural change)

Health & Happiness

Creativity &

Productivity

Corporate

performance

2. Identify risk 

& opportunity

3. Monitor

performance

7. Intervene

(Workout, 

Food, 

Meditation, 

etc.)

4. Collect data

(Medical check,

Daily monitoring,

etc.)

5. Make policy

6. Analyze data and 

make action plan

1. Information Hierarchy 
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健康経営関連市場の動向
㈱シード・プランニング調査 2016.8～2017.3

健康経営関連市場の市場規模
２０２０年に１兆６７００億円の市場と予測

– 健康経営を推進する経営理念・方針策定支援領域
 普及啓発・情報発信、コンサルチング、金融機関

– 法令順守・リスクマネジメント領域 6800億円 (2016年比、年率 8%)
 産業医、検診、メンタルヘルス、健康管理システム
 BCP、感染症予防、認知症スクリーニング、職場IoT（ｳｴｱﾗﾌﾞﾙ）

– 従業員の健康保持増進領域 7400億円(同3%)
 保険者とのコラボヘルスに係わる施策
 社員食堂、運動教室、睡眠支援

– 環境改善・組織活性化領域 500億円 (同11%)
 コンサルテイング・アセスメントツール、家具、総菜、菓子、リラクゼイション

– ワークライフバランス領域 2100億円 (同7%)
 福利厚生代行、テレワーク

健康投資への取り組み方針
産業保健スタッフ等を強化して内製化を推進 ・・・３１％
民間企業等への外部委託を推進 ・・・２８％
健保組合など保険者等との役割分担推進 ・・・２７％
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世界での標準化の例：PAS 3002の概要

You can download (purchase) this document from 

https://shop.bsigroup.com/

スリランカで
用いた規格

日本の健康経営
のメソドロジー

ＢＳ ＰＡＳ
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ほんとに世界が受け入れるか？
スリランカでの健康経営パイロット事業

PAS 3002をベースにアンケート（採点表）を作成して２０１８年度で実証。
２０１９年度も継続 出典：https://slchpa.com/home/

https://slchpa.com/home/
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スリランカでも既にビジネス創出効果が出始めている


